
	 はじめに

宇宙天気予報は、主として太陽活動の変化によって
生じる宇宙環境のじょう乱現象が、人類が活動してい
る地球及び人工衛星等に与える影響の、現況把握と予
想を行う研究・業務と定義できる。歴史的には、以下
の 3 つの時代を経て、到達した概念である。
（1）現状把握の時代

無線通信の黎明期に、（特に短波帯の長距離の）電波
の伝わり方に影響を与える電離層が、地球上の位置

（特に緯度）、時刻（昼夜）、季節などにより、どのよう
な状態にあるかをまず把握するため、世界各地で電離
層の定常観測（ルーチン観測）が行われた。これを天気
予報に例えると、各地に設けられた百葉箱を使って、
毎日の気温や天気の記録を取り続けることに相当する。
（2）電波予報の時代

定常観測によって世界各地の電離層の現状把握がで
きてくると、その蓄積から規則性を見いだし、任意の
地点における電離層の状態を推定できるようになり、
その結果、「電波予報」が可能になった。電波予報は、あ
る与えられた送受信条件において、定められた 2 地点
間を伝わる電波の強度及び到達する周波数の範囲、す
なわち最高使用可能周波数（MUF）と最低使用可能周
波数（LUF）を予測することをいう[1]。これを天気予報

に例えると、本州では 6 ～ 7 月は雨が多く、8 月は蒸
し暑い、といった季節の傾向について、平年の状況及
びそれとの差を予報することに相当する。電離層が太
陽活動による影響を受けることは、早い段階から知ら
れていたが、その影響は複雑であったため、当初は太
陽活動による影響を無視し、太陽黒点数が同じ場合と
いう条件付きで、平均的な規則性に基づいて推定・予
報することが限界であった。やがて更に長期間の定常
観測データが積み上げられてくると、約11年周期で活
発化と静穏化を繰り返す太陽活動の影響を考慮した予
報を行えるようになった。

電波予報は、短波による新しい通信路を開設する場
合に、最良の通信品質を保つためには、時刻や季節に
応じていかに周波数を選定するか、送信電力や空中線
はいかなる程度のものを設備すべきかという、無線回
線設計の根拠となるものであった[2]。相手方のいる無
線通信の安定化のための予報では、地球上で離れた送
受信地間の無線通信回線の品質を予測する必要がある
ため、ある 1 点の電離層の状態を推定するだけでは不
十分で、地球上の 2 地点間のルート上の電離層の状態
を含めて推定する必要がある点が、地上のそれぞれの
地点における天気予報とは異なる。
（3）電波警報の時代

長距離通信の主役が、短波通信から、マイクロ波や
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Space weather forecasting had begun as a study to observe and predict disturbances in the 
ionosphere that affect the quality of wireless communications. Then, the history of ionospheric ob-
servation research has the same direction and long history as the history of wireless communica-
tions. This paper introduces the period from the birth of ionospheric observation and radio wave 
propagation research in Japan, to the smooth implementation of radio wave warning research and 
services, which is the prehistory of space weather forecasting.
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ミリ波を利用する衛星通信、また光ファイバによる高
速有線通信に移ってきた結果、無線回線の設計や無線
通信における周波数の選択に利用される電波予報の重
要性は、相対的に低下してきた。一方、多様な無線通
信の普及に伴い、その途絶による社会的影響が大きく
なってくると、太陽活動等の影響により、短期的、突
発的な電離層のじょう乱による無線通信の障害を予知
し、警報を発する業務の重要性が増してきた。これを
天気予報に例えると、発生した台風の進路や到達時間
を予測し、地上の被害を軽減することに相当する。

電波警報は、無線通信障害の予知にとどまらず、
GPS衛星等による位置精度や人工衛星搭載機器への影
響の回避も目的とする「宇宙天気予報」という、宇宙規
模の概念に継承されることになった。

NICT には、過去の周年記念誌の編集に際して旧在
職者から収集された、NICT の前身組織の資料が、未
整理のまま残されており、筆者は2020年からその資料
の整理を続けている。そこで本稿では、その整理の過
程で見つかった電離層観測の黎明期における一次史料
を駆使し、世界的に見ても極めて早い時期に始まった
日本の電離層観測研究が、終戦直後の危機を乗り越え
て、今日の宇宙天気予報業務に至った歴史的な経緯を
紹介する。

	 現状把握の時代

2.1	 電離層観測のはじまり
無線通信は、20 世紀初頭に実用化されて以降、長波、

中波、短波、超短波、極超短波、マイクロ波、ミリ波
へと、高い周波数に向けて実用化が進んでいった。
Marconiによる無線通信実験の成功（1895年）に触発さ
れた我が国では、1897 年（明治 30 年）頃に無線通信の
研究が始まった。いち早く無線通信技術に着目した機
関は、公衆通信サービスを提供する逓信省（現・総務
省、NTT、日本郵政）と、軍艦との連絡手段を確保し
たい海軍省だった。

上層大気内に電気の良導体が存在することは、
Hertz によって電磁波の存在が実証（1888 年）されるよ
りも早く、地磁気の日変化の解析によって 1882 年に、
Stewart と Schuster によって予想されていた[3][4]。
1901 年に、Marconi は、大西洋を横断する無線通信実
験に初めて成功した。水平線を超える見通し外の無線
通信の成功は、電波が地球の表面に沿って屈折、反射
する事実の発見でもあり、Kennelly と Heaviside らに
よる電離層（KH 層）の存在予言（1902 年）から、Apple-
ton と Barnett 及び Breit と Tuve らによる E 層と F 層
の存在実証及び電離層観測法（インパルス法）の確立

（1925 年）に至る、電波伝搬研究の出発点となった[5]。

電離層は、太陽から放射された紫外線や X 線などに
よって、大気の上層部が電離されてできる層である。
短波は、電離層と大地の間を複数回反射することによ
り、小電力で地球の裏側にまで至る長距離通信が可能
であることが、アマチュア無線家らにより1920年代に
は知られるようになった。ただし電離層は、反射ある
いは突き抜ける電波の周波数と、反射する地上高が、
地球上の位置（特に緯度）、時間（昼夜）、季節などによ
り、複雑に変化する。そのため、安定した短波通信業
務のためには、電離層の性質を追究することが、重要
な課題となり、電離層観測の初期にはまず、これらの
パラメータを変えた観測データの積み上げが行われた。

電離層観測の重要性を認識した各国は、米国が 1929
年からWashington D.C.で、英国が1930年からSlough
で、それぞれ定常観測を開始した。我が国では、1931
年に海軍技術研究所（東京・目黒）が、文献を頼りに、
Appleton-Barnett の周波数変更方式（送信局と受信局
を離し、送信周波数を小範囲にわたって変化させ、直
接波と電離層反射波を同時に受信し、その干渉パター
ンを測定することにより電離層の見かけ高を測定する
方式）による日本独自の電離層観測機を製作し、翌
1932 年（昭和 7 年）にこの観測機により、電離層高の観
測に成功した[6][7]。その成果を基に、1934 年（昭和 9
年）から目黒において定常観測が開始された。これは
世界で米、英に続いて 3 番目に早い定常観測開始で
あった[4]。

一方、逓信省電気試験所も、1930 年（昭和 5 年）秋か
ら、現在の茨城県ひたちなか市にあった平磯出張所に
おいて、難波捷吾出張所長らにより、短波の「感度測
定」を行い、大気上層の電離状態を表す「電離図」を、
1932 年 8 月に発表している（図 1）[2]。

難波が作成した電離図は、東京から地球上の大円に

2

図 1　平磯出張所の難波捷吾らが作成した電離図の例[2]
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沿った距離を縦軸にとり、横軸に地方時をとって、太
陽高度が電離層の電子密度に直に対応するという仮定
に基づき、昼間領域（図 1 の赤色部分）は太陽高度、夜
間領域（図 1 の青色部分）は電子密度を等高線で 1 枚に
表した図である。東京と地球上の任意の受信点との間
について、その経路途中の電波通路に生じる複数の頂
点（電離層による反射点）における電子密度を電離図か
ら求め、観測から求められている臨界周波数（これ以
上高い周波数の電波は反射せず突き抜ける）や減衰量
の計算式を併用して、受信点における電界強度を推定
できるようになっている。　

続いて平磯出張所では1932年に、一定の周波数で見
かけの電離層高 h’ と時間 t をプロットする h’-t 観測機
を製作し、それから約 2 年後に定常観測を開始した。
平磯出張所の電離層観測は、難波の京大における後輩
にあたる前田憲一が主導し、当初は日本無線電信株式
会社（現・KDDI）の小山送信所（栃木県）から発射され
た 5,770 kHz 一波の時間に対する高度変化を平磯で受
信する観測であったが、定常観測に移行してからは、
送信を平磯、受信を 6 km 離れた隣町の磯浜（現・大
洗）で行い、正午における E 層の臨界周波数を測定し
ていた（図 2）[8]。

天文現象である日食は、昼間の状態のままで太陽放

射が減少していくため、減少の影響が直接電離層に及
び解析が容易で太陽と電離層の関係を直接に観測でき
る、絶好の機会である[7]。我が国で電離層定常観測が
始まって間もない 1934 年（昭和 9 年）2 月 14 日に、南
洋のローソップ島において実施された皆既日食観測で
は、我が国からは天文観測隊に加えて、初めての日食
時電離層観測を、海軍と逓信省が共同で実施した

（図 3）。この時は、h’-t 観測だけの初歩的なものであっ
たが、日食以外の日に時々周波数を変えて、F 層の臨
界周波数を推測する観測も行っていた。その結果、
ローソップ島が位置する赤道地帯においては、F 層の
臨界周波数は日出後上昇し、正午前後に 3 ～ 4 時間一
旦下がってから再び上昇し、日没に向かって下降する
という、当時の Chapman による電離層生成理論では
説明できない奇妙な挙動をすることを発見してい
る[9]。この現象が後に Appleton Anomaly（異常）と呼
ばれるようになったことに対して、割り切れなさを感
じていると、前田は書き残している[5]。

1934 年 6 月に海軍は、電離層観測の標準となるイオ
ノグラム、すなわち見かけの電離層高 h’ と周波数 f を
プロットする h’-f 観測機を初めて製作し、平磯出張所
でも同様の観測機によって 1936 年から観測が始まっ
た（図 4、5）。

図 2　平磯出張所の臨界周波数測定用送信機（1935 年） 図 3　ローソップ島における電離層観測（観測中の人物は前田憲一）（1934 年）

図 4　平磯出張所の電離層定常観測機（1936 年）

図 4（a） 送信機（平磯出張所） 図 4（b） 受信機（磯浜分室）
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一方、陸軍は、3 省の中で最も遅い 1939 年（昭和 14
年）に、満州で電離層定常観測を開始した。主導した
のは、前田憲一の京大における同級生だった上田弘之

（後の郵政省電波研究所長）であった。先行していた海
軍と逓信省の定常観測が、週に 1，2 日の少ない頻度
だったため、臨界周波数の統計処理では誤差が大き
かった。その問題に着目した上田は、陸軍においては、
我が国で初めて毎日毎時の定常観測を年中無休で厳格
に行うことと、満州での特異性を明らかにすることに
注力した[10][16]。

2.2	 陸・海・逓の統一：電波物理研究会の発足
1940 年代に入り、戦雲急を告げる中で、学術研究会

議電波研究委員会の主導により、陸軍、海軍、逓信省
の 3 省が個別に行っていた電離層観測研究の統一が図
られ、各省が有している電波伝搬研究機関を全部提供
して新しい研究所を設立し、電波研究委員会がその研
究所を指導していく案が、検討された[11]。陸・海・逓
の利害の調整は大変困難であったが、統一の実現には、
明治時代以来の我が国の物理学界の大御所であった長
岡半太郎委員長の力が、大きかったと言われてい
る[10]。

統一研究所は、学術研究会議電波研究委員会の主導
で設けられることや、陸・海・逓のパワーバランスを
考慮した結果、中立的な文部省の所属とし、陸軍は敷

地と建物、海軍は装置、逓信省は人を主に分担して発
足することになった。そのため文部省は、「電波研究
所」を設置する官制（組織設置）案を出した（図 6）が、予
算と人の関係で、まず「電波物理研究会」として、昭和
15 年度末に 1941 年 3 月 1 日付官制で発足した。研究
会という、研究よりも連絡に重点があるような名称と
なったが、組織概要では、「研究会自身トシテモ研究ヲ
行フ」とされていた（図 7）。

研究会長には、電波研究委員会委員長の長岡半太郎
が就任し、施設は東京市淀橋区百人町 4 丁目 5 番地（新

図 6　文部省電波研究所の設置案に対する海軍省からの意見書（1940 年 6 月
28 日）
研究成果は軍事機密を含むため発表に際しては海軍の了解を得ること
等の意見が出されていた。 図 7　電波物理研究会発足関係の一次史料

図 7（a） 電波物理研究会概要の草稿

図 7（b） 電波物理研究会官制の下書き

図 5　平磯出張所における最初期の観測記録フィルム　（1936 年 12 月 1 日）
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図 8（a） 観測計画案草稿 図 8（b） �長岡半太郎会長から荒川大太郎逓信省工務局長宛に出された観測協
力依頼状の写し

図 8（c） 東條英機陸軍大臣宛に提出された船舶便乗申込書 図 8（d） �華中電気通信股份有限公司の河原猛夫無線課長発の観測協力受諾書
【注】河原は、1925 年（大正 14 年）に逓信省岩槻受信所（埼玉県）にお
いて、実験局 J1AA により、日本で初めて短波で海外（米国）との交
信に成功した技手である[12]。

図 8（e） 観測機材の搬送に際しての長岡会長名の証明書及び依頼書 図 8（f） 上海の家具店による観測所用調度品の見積書

図 8　1941 年漢口皆既日食観測関係の一次史料
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宿戸山ヶ原）にあった陸軍科学研究所の一角に置かれ
た。

電波物理研究会の研究題目として、以下が挙げられ
ていた。
（a）	基礎的研究

1．電離層ニ関スル研究
2．低高度反射層ニ関スル研究
3．電離層状態予報ニ関スル研究
4．空電ニ関スル研究
5．�昭和 16 年秋ノ皆既日食時ニ於ケル電離層異状

現象ノ全国的総合研究
（b）	応用的研究

1．斜入射電波ニ関スル研究
2．�電界強度、電波入射角、到来方向等ニ関スル研

究
研究題目として、既に「電離層状態予報ニ関スル研

究」が含まれていることは、注目に値する。
発足して間もない電波物理研究会が重点的に実施し

た業務は、研究題目にも挙げられている中国・漢口に
おける皆既日食観測であった。この皆既日食観測につ
いては、元電波研究所次長である青野雄一郎が残して
いた一次史料が、NICT に保存されている（図 8）。

同皆既日食は、1941 年 9 月 21 日に中国や台湾などで
見られたもので、日本からは電離層班 7 名、電波伝

でん

播
ぱ

班 3 名の体制で、日食の前後の観測も含めて 7 月 20 日
に東京を出て 11 月 10 日に東京に帰着する予定が組ま
れた。足掛け 5 か月に及ぶ長期出張となった理由とし
て、観測計画案には、「電離層ノ研究ハ長期ニ亘ル観測
結果ノ平均ガ重要ナルモノニシテ同平均ト日食時ノ観
測値トヲ比較スルヲ必要トスル為天文等ト異リ日食ヲ
中心トシテ相当期間ノ観測ヲ行フモノナリ。」とある。

皆既日食の観測に使用した建物は、一般住宅を借り
上げたもので、皆既日食の終了後も中支電波物理観測
所として、1944 年（昭和 19 年）12 月頃まで観測を継続
したとされる（図 9）[11]。

	 電波予報の時代

3.1	 電波物理研究所への改組
1941 年（昭和 16 年）12 月 8 日に太平洋戦争が勃発し、

軍用通信の確保のために電離層観測研究が一層重要視
されたため、電波物理研究会を拡充して昭和16年度中
に電波物理研究所とする準備が急がれた。当時の詳細
な予算要求書が残っており、昭和 16 年度に経常費
294,835 円、臨時費 450,000 円（昭和 16 年度）、450,000
円（昭和 17 年度）、定員は所長（勅任官）1 名、所員（奏
任官）10 名、書記（判任官）8 名、技手 10 名が要求され
た。

結局、電波物理研究所への改組は、年度が改まった
1942 年（昭和 17 年）4 月 8 日になった。所長は、長岡
半太郎に代わって横山英太郎が就任した。横山は、電
気試験所による世界初の実用無線電話機である TYK
式無線電話機の開発者の一人（3 人の開発者のイニ
シャルである TYK の Y）であった。電波物理研究所に
は、逓信省（平磯出張所）の前田憲一、陸軍の上田弘之、
海軍の新川浩が兼務で集った。

戦時中に発足した電波物理研究所の一番の課題は、
アジア地域における短波通信のための使用周波数の選
択をスムーズに行うために、アジア全域に渡る電離図
を作成することであった。電波物理研究所の電離図は、
前述の難波の電離図[2] とは異なり、太陽黒点数の同じ
時期の同じ月という条件下で、縦軸に緯度、横軸に地
方時をとって、F2 層の臨界周波数の実測値の等高線を
プロットしたものであった[10]。当時はまだ世界各地
の観測データが積み上がっておらず、また戦争が始ま
り諸外国のデータの入手が困難になったこともあって、
電離図の作成に際しては、「ある地点における F2 層の
状態の一日24時間にわたる変化は、これと同緯度の他
の地点（経度を異にする）にも全くそのままあてはまる

（但し時間は各地点の地方時を用いる）」という仮定が
使われた。しかし、戦前の観測データを入手していた
米国 Washington D.C. と、その緯度の南北に位置する
東アジア諸都市の敷香（現・ポロナイスク）、チチハル、
平磯、平塚、上海等の観測データを使って、臨界周波
数の等高線を 1 枚にプロットすると、不自然な谷がで
きてしまうことがわかった。それを補正する材料を、
極光（オーロラ）頻度曲線と地磁気緯度の二つに求め、
高緯度では地磁気緯度、低緯度では地理的緯度に置き
換えて電離図を作成すると、Washington D.C. の地磁
気緯度が地理的緯度よりもはるかに高緯度になるため、
自然な等高線になることを見いだした[13]。これは、F2

層電子密度が地磁気緯度に支配される事実を世界で初
めて報告した論文になったが、電波物理研究所のこの

3

図 9　漢口皆既日食観測に使用した建物
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報告は、戦時中のため諸外国には伝わらず、戦後に
な っ て か ら Appleton が 地 磁 気 制 御（geomagnetic 
control）として報告している[14]。戦時中の電離層観測
データは国家機密であり、電波物理研究所の論文には
通し番号が付された上に、「用済後焼却要通報」とされ
ていた。

3.2	 電波物理研究所の小平村への疎開　	
―現 NICT 本部の誕生

文部省電波物理研究所が置かれていた陸軍科学研究
所のうち、陸軍技術本部を経て第 5 陸軍技術研究所に
なった部隊は、空襲を避けるため、1943 年（昭和 18 年）
に、新宿から、東京郊外の北多摩郡小金井町と小平村
にまたがる雑木林に疎開した。電波物理研究所も同研
究所と一緒に疎開し、小平村側に新築した木造の 2 棟
を使用した（図 10）。

小平村では 1943 年 8 月から、h’-f の定常観測を開始
した（図 11）[11]

図 10　第 5陸軍技術研究所と共に小平村に移転した電波物理研究所の建物
配置図面
1942 年（昭和 17 年）製図
中央やや左上に赤枠で描かれた 2 棟が電波物理研究所。
中央やや下の東西道路は、現在のサレジオ通り。図 20 も参照。
東京府北多摩郡小平村 大字野中新田 善左衛門組 字御上水南 558 番

（現・東京都小平市上水南町 4-2-1）
（東京府は 1943 年に東京都に、小平村は 1944 年に小平町に移行した）

図 11　小平村における最初期の観測データ例
30 分ごとの臨界周波数の測定値が手書きで記載されている。
1943 年（昭和 18 年）8 月

図 12　上野毛における観測データ例

図 12（a） �1945 年 7 月 30 日の h’-f 曲線（上野毛）�  
空襲警報発令のため欠測となっている時間が頻発している。

図 12（b） �戦前最後の観測となった 1945 年 8 月 14 日の h’-f 曲線（上野毛）�  
この後、10 月 5 日に再開（後述）されるまで欠測になっている。
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3.3	 電波物理研究所の上野毛への移転
小平町の電波物理研究所庁舎は、1944年（昭和19年）

12 月に、陸軍の都合により明け渡さなければならなく
なったため、海軍の斡旋により、戦時徴用された東京
都世田谷区玉川上野毛町 336 の多摩帝国美術学校（現・
多摩美術大学）の校地に再移転し、電離層観測を継続
した。当時は、手動で少しずつ周波数を変化させなが
らパルス変調電波を送信機から垂直上空に発射し、受
信機で同調をとりつつブラウン管あるいは電磁オシロ
スコープに現れる電離層からのエコーを受信し、手書
きで h’-f 曲線にプロットしていく、原始的な方法で観
測していた（図 12）[7]。1945 年（昭和 20 年）5 月 24 ～
25 日の夜間大空襲により、庁舎の 3 分の 2 が焼失し、
観測装置は被害を受けて 1 か月間の欠測となったが、
電離層データ資料室は焼け残ったため、過去の観測
データは無事だった[11]。

3.4	 電波予報のはじまり
電波物理研究所は 1942 年（昭和 17 年）に、赤道地帯

を対象とし、季節と 2 地点間距離ごとに電界強度の等
高線をプロットした図を作成した（図 13）[15]。これは、
電離層特性の地理的分布を示す図であり[7]、電波予報
の先駆けとなるものである[1]。

当時の電波予報は、赤道地帯に展開された南方戦線
における軍事作戦への寄与が目的であった。電波物理
研究所研究官と陸軍技師を兼務し、南方で観測業務に
あたっていた上田弘之は、当時の電離層観測データの
軍事的な重要性について、シンガポールで観測してい
た頃のエピソードを、次のように書き残してい
る[10] [16]。

南方では F2 層の最大電子密度が日出前に急激な低下をするとい

う赤道地方特有の現象がある。だから戦争末期、太陽黒点活動度の

最小期には赤道地方での日出前の通信連絡は困難をきわめた。この

現象が印緬（インド・ビルマ）国境での悲劇となって現れた。数十機

のわが爆撃編隊は未明、基地を飛び立って印緬国境に向かった。同

地方が天候不良のためただちに帰還命令を発したが、連絡のつかな

いままに時は流れた。無事任務を終えた編隊は帰途突如として現れ

た敵戦闘機の要撃を受けて全滅した。軍人には遠方まで届く電波な

らば近くでは当然届くはずではないかという手合も少なくない。実

は電波ではこれとまったく反対で、空間波は近距離には届かないが

遠方へは届くのが電波の常識である。おそらくこの場合にも基地か

らの帰還電報は友軍の飛行機には達しないで、敵への出撃通知電報

となったのであろう。

（第十海軍通信隊司令から）ペナンからアフリカの南をまわってド

イツまで往復する潜水艦の通信時間を教えてくれてという注文であ

る。潜水艦は夜中にちょっと浮上して、符号をトントンとたたいて

はまたすぐにもぐる（数秒間）。そうしないとすぐにやられてしまう

とのこと。持参の電離層伝搬データと首っ引きで、徹夜のようにし

て 2 ～ 3 日かかって全航路に対する最適時間の表を作った。それか

ら 2 か月ぐらいしてからのことである。司令と将校がウィスキーを

さげてひょっこりお礼にみえた。教えられたとおり、少しの狂いも

なく、全航路すぐに通じたとのことであった。自分ではしばらく信

じられなかったが、ドイツまで往復されたご本人が目の前に立って

いた。

こうして戦時中に始まった電波予報は、終戦から約
2 年の中断の後、1947 年（昭和 22 年）に東京上空を反
射点とする MUF の予報図が作成され[7]、3 か月後の
予報が月刊で公刊されるようになった。電波予報は、
通信回線の対象を時代の要請に応じて増やしていき、
例えば南極観測が始まったのに伴い、南極観測船の航
路上や昭和基地との通信回線に関する電波予報を追加
し、あるいは海運業界の発達に合わせて、商船・漁船
の主要海域に対する海上移動業務用周波数の通信可能
時間の予報を追加した。こうして、太陽活動の 3 周期
に渡って電離層観測データが蓄積され、その間の観測
技術・処理技術の発達（人工衛星による観測も含む）に
より、太陽活動指数（相対黒点数）だけを与えれば、日
本と中心とした世界各地との短波通信に使用可能な周
波数帯を簡単に求められるようになった。その結果、
1986 年に「日本中心の短波伝搬曲線集」[1] が刊行され
て、月刊電波予報は終刊した。

図 13	 電波物理研究所研究報告第 6号（1942 年）に掲載された、赤道地帯に
おける春季または秋季の 2,000 km離れた地点間無線通信の場合の予
想電界強度の図。
横軸は地方時、縦軸は周波数、色は予想電界強度で、濃いほど強い。
太陽黒点の最少期を中心とする 2 ～ 3 年間に有効な図とされた[15]。
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	 電波警報の時代

4.1	 電波警報の構想　―短波無線障害予報
大戦末期に、デリンジャー現象や地磁気じょう乱現

象によって突発的に発生する短波無線通信の障害を予
報し、それを事前に陸海軍などの所要機関に通報する
業務が、計画された。この計画が、戦後の電波警報業
務、そして今日の宇宙天気予報業務につながる、初め
ての構想となる。

計画では、文部省学術研究会議第 1 部第 25 班を、短
波無線障害予知班として組織し、電波物理研究所のほ
か、東大、東京天文台、地磁気観測所、中央気象台な
どの関係者を班員とした。使用資料や予報方法の手順、
連絡方法などが定められ、業務開始時期を 1945 年（昭
和 20 年）9 月以降と定めたが、同年 8 月の終戦により、
未実施に終わった[11]。

4.2	 終戦に伴う電離層観測研究の危機 [9][11]
1945 年 8 月 15 日の終戦により、電波物理研究所は

電離層定常観測を中断した。前田憲一所長代理らは、
文部省の指令により、機密書類の焼却を始めることに
なった。5 月 24 ～ 25 日の空襲にも無事だった電離層
観測データや研究報告も、焼却の対象となったが、青
野雄一郎（図 29（b））は指令に背き、密かに大八車に積
んで約 12 km 離れた自宅の防空壕に隠したほか、中田
美明（図 29（b））も電離層データ整理室の資料を自宅に
運び隠した。

組織の生い立ちの経緯からすれば当然のことだった
が、電波物理研究所は軍に協力してきた機関であった
ため、敗戦に伴い、解体されるものと誰もが考えてい
た。

1945 年 10 月 2 日、連合国軍総司令部（General Head-
quarters : GHQ）通信部の D. K .Bailey 少佐が、電波物
理研究所に臨検のため来訪した。後に CCIR の SG6 の
議長を長く務めた電波伝搬分野の専門家である少
佐[17] は、観測資料を焼却しなかったことを称賛し、
今後週 1 回の頻度で来訪して資料を詳しく調査するこ
とになった。戦勝国による臨検官という態度は全くな
く、あくまでも科学者同士の話し合いという少佐の態
度に応えるべく、電波物理研究所側は調査に積極的に
協力することになった。Bailey 少佐は、電波物理研究
所が電離層の研究を継続する意思の有無を尋ね、前田
所長代理は二つ返事で継続を希望したことから、日本
における電離層観測及び関係研究の継続を認める
GHQ の覚書（図 14）が、同年 10 月 10 日付 AG676,3 号
にて、日本政府に渡されることになった。覚書による
正式許可に先立ち、上野毛における電離層定常観測が、
同年 10 月 5 日に再開されている（図 15）

大蔵省は、電波物理研究所を予算面において廃止す
ることにしてあったのを、この覚書を受けて予備費を
支出し、存続させることになった。またこの覚書で、
北海道、東北地方、南九州に観測所を置くことになっ
たことから、翌 1946 年（昭和 21 年）に、稚内（北海道）、

4

図 14（c） Bayley 少佐から前田所長代理宛に送られた覚書の封書

図 14　日本の電離層観測研究を救ったGHQ覚書AG676,3 号
（1945 年 10 月 10 日付）

図 14（a） 英語手書き草稿

図 14（b） 日本語訳草稿
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深浦（青森）、新発田（新潟）、山川（鹿児島）の 4 か所に、
電波観測所が設けられ、観測を開始した（図 16）。（深浦
と新発田の両観測所は、1949 年に秋田電波観測所に統
合された。）

Bayley少佐による9か月間の電波物理研究所におけ
る 膨 大 な 資 料 調 査 の 結 果 は、Report on Japanese 
Research on Radio Wave Propagation という2冊組の
報告書として残っている（図 17）。この報告書によっ
て、前述の F2 層電子密度の地磁気効果など、日本が世
界に先駆けて発見した成果が、初めて世界に公表され
ることになった。

南方で観測業務にあたり、ベトナムで終戦を迎えた
上田弘之は、内地への引き揚げ時に、連合国軍の命令
により、南方における貴重な電離層観測データを現地
で焼却せざるを得なかったが、焼却直前に各観測所の
月平均値だけを小さな紙にびっしり転記し、密かに持
ち帰ることに成功した。帰国後、直ちに前田憲一の導

きで離任直前の Bayley 少佐に面会し、持ち帰った
データも上記の報告書の付録に盛り込まれている。

上田は、終戦後にベトナムで抑留されていた間に、
連合国軍から電離層観測についての報告書の作成を命
じられた。同報告書について後年に以下のエピソード
を書き残している[10]。

戦争には敗れたが、東南アジアにおいて得られた電離層の知識、

特に赤道付近の知識は貴重なものであった。さきに述べたイギリス

軍に提出した私の報告は東京の GHQ にもきていたそうである。私

はこの報告で東南アジアにおける電離層観測によって明らかになっ

た電離層の概要と特徴を述べ、もし電離層観測を再開するようなこ

とがあれば、これまでの経験からみて、観測所の配置はかくかくに

すべきであるという意見を添えて報告を結んだ。この報告をみた友

人に、私はたしなめられた。「どっちが戦争に勝ったんだかわからん

ような調子だ。相変わらずだな。」と。でも、誰が電離層の観測を再

開しようとも、彼にこの貴重な経験は教えてあげたらよい。事実は

事実、経験は経験だと思ったのである。

戦後の混乱期に、航空機研究をはじめ多くの科学技
術研究がストップした中で、電離層観測研究だけが止
まらずに継続できたのは、以下の 3 つの理由があった
とされる[7]。
（1）�占領時の通信政策上欠かせない重要な平和的基

盤研究だったこと
（2）GHQ の特別の理解があったこと
（3）�我が国のこの方面の研究が特に進んでいたこと
（1）については、GHQ 自身により観測研究を行う構

想もあった。実際、Bayley 少佐は 10 月 2 日の臨検時
に、電波物理研究所が電離層観測を継続する意思が無
い場合には、GHQ 通信部が稚内、東京、鹿児島の 3 か
所で電離層観測を行うつもりであることを、前田憲一
に伝えている。したがって、（2）と（3）が特に効いたも
のと思われる。青野雄一郎らのとっさの行動によって

図 15　戦後に定常観測を再開した 1945 年 10 月 5 日の h’-f 曲線（上野毛）

図 16	 稚内、深浦、新発田、山川の電波観測所の新設にあたり、24 時間体
制で観測する職員のために、食糧の配給増を農林省に要請する、電
波物理研究所長の文書草稿（1946 年）

図 17　Bayley 少佐による調査報告書　（NICT 図書室所蔵）
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保存された観測データが、科学を尊ぶ電波物理研究所
の姿勢と、研究水準の高さを裏付けるものとなり、そ
の後の組織存続の決め手になったことは疑いない。も
し電波物理研究所の電離層観測の実績を理解しない臨
検官であったならば、また、もし敗戦時に軍部と歩調
を合わせて観測データを焼却していたならば、研究の
継続は認められず、すなわち今日の NICT と宇宙天気
予報業務は存在しなかったであろう。短波伝搬の研究
に関して戦前は各国とも国防上の見地から秘密主義を
とったため、連合国軍は戦時中に東南アジアにおける
電離層観測資料の不足に苦しんだ。そのため終戦後に
直ちに日本から電離層観測資料を探し出すことが、
Bayley 少佐の調査の主目的であったことを、同氏は後
年に告白している[16]。Bayley 氏は、日本の電離層観
測研究存続の恩人といえ、後年に再来日した際に、郵
政大臣から感謝状が贈られた（図 18）。1999 年 8 月 27
日に亡くなった Bayley 氏の訃報は、当時の CRL
ニュース（現・NICT NEWS）にも掲載されている[18]。

存続が決まった電波物理研究所は、1945 年（昭和 20
年）12 月 1 日に上野毛から小平町に戻った。移転の前
後も 1 日の欠測も無く観測を継続した（図 19）。小平町
に戻った際、小金井町側の旧第 5 陸軍技術研究所の敷
地・施設の一部を併合し、小平町から小金井町にまた
がる細長い敷地を有することとなった（図 20）。これが
現在の NICT 本部敷地となる。旧陸軍技術研究所の残
りの敷地は、現在の東京学芸大学とサレジオ学園等に
移管された。

電波物理研究所の住所表示は戦後に、本館のある小
金井町（1958 年に市政施行）に変わった。但し電離層観
測施設は現在も小平市側に設置されているため、無線

図 19（a） �上野毛における最後の h’-f 曲線 1945 年 11 月 30 日�  
80 V まで送電圧降下のため測定不能というメモ書きがあり、終戦
直後の電力事情の劣悪さを物語る。

図 18　Bayley 氏に郵政大臣から贈られた感謝状（1978 年）

図 19　上野毛から小平町に移転した前後の観測データ

図 19（b） 小平町に復帰後の最初の h’-f 曲線 1945 年 12 月 1 日

図 20　戦後に撮影された電波物理研究所の航空写真（左上が北）
左上の小平町側の雑木林内に建つ木造 2 棟が、発足当初の電波物理
研究所（図 10 参照）。白点線内が戦後に右下の小金井町側に拡張され
た後の電波物理研究所の敷地で、現在の NICT 本部の領域。写真中
央の正面玄関にロータリーがある建物が、旧第 5 陸軍技術研究所か
ら引き継いだ本館（図 35 参照）。
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局免許状の設置場所は、小平市になっている。
敷地は小金井市と小平市にまたがり、国分寺市には

かかっていないが、研究所宛の郵便物は国分寺郵便局
から配達されていた（図 21、図 14（c））。そのため、地
球電磁気学の業界では、NICT 本部及び電離層観測地
点を指す地名として「国分寺」の呼称が、習慣的に現在
も使われている。

戦後、陸軍と海軍は廃止されたが、電離層観測研究
は前述のとおり戦時中から文部省の研究機関に統一さ
れていたため、その後身の NICT が、陸軍と海軍の時
代の観測データも一緒に保管している。

4.3	 電信電話事業の実用化研究強化に伴う	
電離層観測研究の危機

終戦直後の荒廃した日本において、頻発する停電と
通じない電話の状況を憂慮した GHQ 民間通信局

（CCS）の指導により、逓信省電気試験所において明治
以来一緒に行われてきた電力と電気通信の試験研究を
分離して、それぞれの技術復興を加速することになっ
た。特に電気通信の研究は、米国ベル電話研究所が手
本とされた。そのための改組の準備として、電波物理
研究所は、戦前の対外通信設備の建設と保守を担って
いた国策会社の国際電気通信株式会社（KDTK）の技
術研究所（所長：難波捷吾）と共に、電気試験所に吸収
されることになった。

元は逓信省が所掌していた電力行政は、戦時体制を
経て商工省（通商産業省を経て現在の経済産業省）に移
管されていたため、電気試験所から分離する電力部門
を商工省に移す必要が生じ、商工省の外局として新設
されることになった工業技術庁（工業技術院を経て現
在の産業技術総合研究所）の中に（新）電気試験所とし
て移管することになった（後の電子技術総合研究所）。
一方、逓信省電気試験所は、電気通信部門だけを残し
て、1948 年（昭和 23 年）8 月 1 日に、「電気通信研究所」

（通研）に改組された。
電離層観測研究は、もともと電気通信の研究者や無

線技術者によって行われていた。ところが、次第に地
球物理学上の重要な分野としてクローズアップされて
きた。そのため戦後には、電離層観測データは短波通

信の運用に利用されるだけでなく、地球物理学分野の
研究資料としても利用されるようになってきた。その
ような状況の中で、文部省電波物理研究所は、我が国
を代表する電離層・電波伝搬の学術研究拠点としての
性格を帯びてきた。前田憲一所長は、そのような学術
的及び行政的性格の強い観測・研究業務は、電気通信
の実用化研究を行う通研にはそぐわないとして、吸収
に強く抵抗した。しかし、学術研究会議（現・日本学
術会議）主催の数回の討議における、長岡半太郎、八
木秀次、仁科芳雄らの諸大家を含む多くの物理・電気
の学者の総合意見は、通研への吸収に賛成するもので
あったため[11]、前田所長としても最終的には受け入
れざるを得なかった。電波物理研究所は、電気通信研
究所の電波部となり、前田所長は電波部長になった。
そして小金井の本部は「国分寺分室」になった（図 22）。

CCS は、逓信省の改革促進を更に強く迫り、明治以
来、逓信省が実施していた郵便事業と電信電話事業を
分離する「郵電分離」が断行されることとなった。1949
年（昭和 24 年）6 月 1 日に、逓信省は郵政省と電気通信
省に分割され、電気通信研究所は、電気通信省の内局
になった。電波物理研究所及び電気試験所平磯出張所
に由来する電離層観測研究業務は、方式実用化部の電
波課と基礎研究部の物理科に移された[9][11][19]。前田
憲一は基礎研究部の部長になった。

電気通信研究所は、吉田五郎所長（図 23）の強いリー
ダーシップにより、電信電話事業に資する実用化研究
所に急速に変貌していった。吉田所長は、電気試験所
時代の電気通信の研究は、工学的研究に終始し学問的
にのみ考究して直接経済活動に貢献する部分が少なく、
企業経営体からの遊離に欠陥があったと断じた。その
ため電気通信研究所は、研究者に仕様書、実施法の草
案を作らせるまでの責任を負わせ、それを完璧にする

図 21　1960 年代に使用されていた電波研究所のレターヘッド
住所（小金井市）の代わりに KOKUBUNJI P.O.（国分寺郵便局）と刷
り込まれており、「国分寺の電波研究所」として周知されていたこと
を表す。

図 22　電気通信研究所 国分寺分室時代の旧電波物理研究所[11]
正門は現在の上水南町交差点の位置になる。現在のサレジオ通りは
正門から東西に伸びる構内道路であった。
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ための現場試験をもその責任下に置いて多量生産に必
要な資料の提供を求めることに、研究所の運営の重点
が置かれた。そして自由研究や理論研究が主ではなく、
組織された命令研究や監督制度の下に行われる実用化
研究が主体でなければならないと主張した[20]。

その電気通信研究所において、方式実用化部等の中
で、実用化が直接の目標にならない電離層観測と、そ
れに伴う電波伝搬研究に対する風当たりが、次第に強
くなっていき、旧電波物理研究所の職員たちの不満が
募っていった。GHQにも業績と必要性が認識されて生
き残った電離層観測研究が、電信電話事業の実用化研
究の中で、二度目の存続の危機に立たされることに
なった。

電気通信省が発足して間もない、1949年（昭和24年）
7 月のある夜中に、網島毅電波庁長官（電波庁は電気通
信省の外局）の自宅に、上田弘之、青野雄一郎ら 4 人
が突然押しかけ、吉田所長の方針への反対論を訴え
た[21]。網島は 4 人の意見を聞き、これは通研の中では
解決できない大きな問題であり、放置すれば稚内から
山川に至る全国の電波観測所の職員の処遇のみならず、
我が国の世界に誇る電波伝搬の研究機能は崩壊するか
もしれないと危機感を抱いた。そのため網島は、旧電
波物理研究所及び旧電気試験所平磯出張所で電離層観
測と電波伝搬研究に従事していた 200 名以上の人員と
施設を、通研から電波庁に移管する決断をし、調整を
始めた。庁議で意見をまとめ、省議で各局の賛成を得
て、最後には大臣の決裁を得なければならず、多数の
職員を本庁に引き取ることは、研究費や庁費の手当の
困難さが見込まれ、庁内の反対が予想された。しかし
電気通信省の事業部門はいずれ公社組織になり、純政
府機関から外れることになっていたため、電波行政上
必要な研究部門は電波庁に移すこともやむを得ないと

いう意見が大勢を占めた結果、同年 8 月 29 日の省議で
決定に至り、大臣決裁を経て、同年 11 月 1 日付（組織
規程改正の省令は 11 月 5 日付）で電波庁電波部に新設
された 3 課（電離層課、対流圏課、電波資料課）として
新たに発足した。吉田五郎通研所長も、この移管に
あっさり同意した[9]。通研の基礎研究部長になってい
た前田憲一は、立場上、行動を共にはできず通研に
残ったため、上田弘之が電波庁電波部付としてこの新
設 3 課をまとめる役割を担うことになった。組織の移
管に当たり、上田が地方電波観測所長を集めて語った
心構えが興味深いので、ここに再録する[11]。

（中略）…通研では電波といえば我らの専売特許でありましたが、

電波庁では専売特許どころかクズかごまでも電波でありますから、

つまらぬ電波であれば容赦なく焼却されるおそれがありますから、

よくよく考えてください。（中略）…通研では一つの波を貰ってその

質を量的に良くするのが主眼であるが、電波庁では、その波を与え

ること、出力その他を指定すること、発射された波を監督する等

個々の波の賦与の責任、存在の監督は勿論でありますが、波と波の

限界を明らかにし、波の限度を知ることが主眼であります。従って

電波庁では、全周波数バンドの端から端まで、その性能、性質の隅

から隅までを知って最も合理的な運用を期さなければなりません。

かかる意味から電離層の観測も、対流圏のルーチンも、電波予報も

警報も責任と義務とにおいて必要欠くべからざるものでありまして、

決して体面や興味からではないのであります。

電気通信研究所は、五反田本部（旧電気試験所本部、
現 NTT 東日本関東病院敷地）や神代分室（旧国際電気
通信株式会社技術研究所、現 NTT 中央研修センタ敷
地）など各地に分散していた拠点を、1950 年（昭和 25
年）12 月に武蔵野市（東京都）に集約させた（図 24）。も
し旧電波物理研究所が電波庁電波部に移管されずに通
研の一部署のままであったならば、現在の NICT 本部
である国分寺分室も撤退し、電離層観測研究は縮小さ
れていたかもしれない。電離層観測研究の電波庁への
引き取りを決断した網島長官は、我が国の標準電波の

図 24	 通研が 1950 年 12 月に武蔵野市に集約された際に建てられた吉田五
郎揮毫の記念碑（NTT武蔵野研究開発センタ、筆者撮影）

　　　  碑文「知の泉を汲んで研究し 実用化により世に恵を具体的に提供しよう」
「実用化」は吉田五郎の造語と言われている。

図 23　電気通信研究所 初代所長　吉田五郎
写真は逓信省電気試験所第二部技師当時。電気試験所創立五十周年記念式典
写真帖（昭和 16 年 11 月、NICT 所蔵）より
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立ち上げにも深くかかわっており[22]、Bayley 少佐と
共に、NICT の「第 2 の恩人」と言うべき人物である。

4.4	 電波監理委員会の発足と電波観測所の改組
電離層観測研究業務が、通研を離れて電気通信省電

波庁に移って一息ついたのも束の間、僅か半年後に、
今度は電波行政自体の機構改革のあおりを受けること
になる。

逓信省から電信電話事業を継承した電気通信省は、
将来の公社化が想定されていた。国として実施する必
要がある電波監理行政については、GHQ の指導に基づ
き、電気通信省の手を離れて行政委員会たる電波監理
委員会が担うことになった。1950 年（昭和 25 年）6 月
1 日に、電波法、放送法と共に、電波監理委員会設置
法が施行され、電波庁は廃止され、同委員会の事務は、
総理府に新設された電波監理総局が担うことになった。
そして電離層観測研究業務は、同委員会に附属する電
波観測所が担うことになった。その結果、国分寺の本
部は「中央電波観測所」と称することになり、それと並
列に、稚内、秋田、犬吠、平磯、山川の 5 か所に地方
電波観測所を置いた。中央電波観測所の所長には、上
田弘之が就任した。

電離層観測研究業務は、中央を含む 6 つの電波観測
所として、組織的にようやく安定し、終戦以来途絶え
ていた定期的な発表会や定期刊行物（中央電波観測所
研究報告）の刊行も、再開された。

サンフランシスコ平和条約が発効され GHQ のくび
きが外れると、行政委員会制度の見直しが行われ、電
波監理行政は再び省庁が担うことになった。電波監理
委員会は 2 年余りの短命で廃止になり、電気通信省は
公社化されるため、同じ逓信省由来の郵政省が電波監
理行政を担うことになった。郵政省は、郵政事業（郵
便、貯金、保険）に特化した公共事業官庁としてスター
トしていたが、1952 年（昭和 27 年）8 月 1 日、郵政省
に電波監理局が設置され、同時に電波監理委員会、総
理府電波監理総局及び電気通信省が担っていた電離層
観測・電波伝搬研究業務、周波数標準・標準電波発射
業務、型式検定業務等が統合され、郵政省電波研究所

（RRL）が発足した。同日に電気通信省は日本電信電話
公社（NTT）に改組された。

こうして郵政省は電気通信行政も担う官庁に変わっ
たため、省名を逓信省（注）に戻すことも検討されたが、

「逓」が当用漢字（現・常用漢字）に無いこと等が理由で
実現せず、英語名だけが、Ministry of Postal Services 
から、Ministry of Posts and Telecommunications に
変わった。

（注）逓信とは駅逓（郵便）と電信を一字ずつ組み合わせた造語で、まさに
Posts and Telecommunications を表す。

4.5	 電波警報の開始と発展 [23]
さて、大戦末期に計画されたものの敗戦により実現

しなかった電波警報業務は、前述の複雑な組織変遷の
さなかに始まった。電波庁の時代の 1949 年（昭和 24
年）12 月に、電波部電波資料課が電波警報業務を始め
ることになり、電波予報のような刊行物では速報性が
無いため、同じ電波部の標準課が運用していた短波標
準電波（呼出符号 JJY）に、現在または 12 時間以内の
電波じょう乱を予告する符号 W（激しい通信嵐）を
モールスコードで載せて、リアルタイムに発表するこ
とになった。後に U（不安定状態）と N（平穏状態）が追
加され、常にこの 3 つの符号のいずれかが標準電波に
載せられるようになった[7]。

電波警報は、図 25 に示すように、他機関から届く太
陽光学観測データや地磁気観測データも駆使して、開
始当初の一時期を除き、平磯電波観測所から発令され
ていた（図 26）。

太陽については光学観測に加えて、電波観測も 1952
年から平磯電波観測所において 200 MHz 帯を対象と
して、定常的に実施されるようになった（図 27）。太陽
から放射される電波の存在が発見されたのは意外に遅
く、第 2 次世界大戦中であり、我が国では 1949 年に、

図 25　1965 年頃の電波警報の情報伝達フロー

図 26　平磯電波観測所の電波警報発令室
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平磯電波観測所が三鷹の東京天文台構内に 200 MHz
帯の受信装置を設置したのが、我が国の太陽電波観測
の始まりであった。

中央電波観測所時代の 1951 年（昭和 26 年）5 月から、
JJY の電波警報に加えて、週間電波じょう乱予報が始
まり、ハガキにより利用者へ 1 週間分の予報が週 1 回
郵送されるようになった（図 28）。ハガキによる予報
も、月刊電波予報の終刊と時期を同じくして廃止され、
代わりに 1986 年（昭和 61 年）4 月から、テレホンサー
ビスによる音声アナウンス式の予報が始まった。

電波警報は、国内諸機関のみならず、世界中の関係
観測研究機関によって取得された日々の観測データを
参照して、精度を高める必要がある。そのため、「ウル
シグラム放送」という短波無線によって、世界的に観
測データを交換する仕組みが構築された。ウルシグラ
ム放送は、1919 年に結成された国際電波科学連合

（URSI）の勧告により、1928 年にフランスで始まった
もので、日本でも1932年に日本無線電信株式会社（現・
KDDI）小山送信所によって始まり、戦争による中断を
経て、1951 年 12 月に中央電波観測所によりコールサ

イン JJD で再開された[7][24][25]。図 25 の右上に「世界
各地へ観測資料送出」と描かれているのが JJD である。
その後、観測データの交換手段として、テレックスや
計算機ネットワーク等が発達したことにより、JJD は
1995 年 6 月末をもって終了した[26]。

電波警報業務が軌道に乗った時期の 1957 ～ 58 年に
実施された国際地球観測年（IGY）は、電離層定時観測
の強化すなわち従来の1時間ごとを現在と同じ15分ご
とに頻度を増やしたこと等を始め、電離層観測研究に
大きな変革をもたらした。南極地域の観測事業が始
まったほか、観測資料の分散保管と国際的な交換のた
めに、世界資料センターが設けられて、電波研究所は
世界に 4 つ置かれたセンターの一つ（C2 センター）に
なった。また、太陽フレアや地磁気嵐を予知して連絡
を取り合う組織が創設され、米国ボルダーに置かれた
本部のほか、電波研究所に西太平洋地域警報センター
が置かれた。本組織は、1962 年に前述のウルシグラム
交換組織と統合されて、国際ウルシグラム世界日警報
業務機関（IUWDS）になった。1963 年（昭和 38 年）9 月
に初めて日本で開催された URSI の総会では、参加者
のエクスカーションとして、国分寺の電波研究所本所
や、当時は小金井市緑町にあった標準課、茨城県鹿島
町に建設中の 30 m パラボラアンテナ及び平磯電波観
測所に、前述の Bayley 氏を含め著名な研究者が多数
訪れた（図 29）。IUWDS は 1996 年に国際宇宙環境サー
ビス機関（ISES）に衣替えして、現在に至っている[27]。

一方、人類初の人工衛星が打ち上げられて宇宙時代
の幕が開き、後述するとおり電離層観測研究にロケッ
トあるいは人工衛星が活用される時代になった。さら
に、太陽活動が活発な時期で、期間中に多くの現象を
観測でき、地球上の超高層に生ずる諸現象はその原因
のほとんどが太陽現象に起因していることから、電波
警報が通信障害の予知という実用面のみでなく、太陽

図 28　週間電波じょう乱予報ハガキの例（1966 年）

図 29（a） �鹿島に建設中の 30 m パ
ラボラアンテナを見学
した一行

　（1963 年 9 月 14 日）

図 29（b） �終戦直後に電離層観測研究を
救った 3 人が電波研究所本所
に勢揃いした。左から中田美
明、青野雄一郎、Bayley

　（1963 年 9 月 18 日）

図 29　1963 年 URSI 総会のエクスカーションで電波研究所を訪れた参加者

図 27	 平磯電波観測所の 200 MHz 太陽電波観測アンテナ（1952 年設置）
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地球間現象のモニターとしての役割も果たし、太陽地
球間物理学という新しい学問分野の誕生に寄与した。

4.6	 宇宙開発と電離層観測
戦後の電離層観測・電波伝搬研究は、宇宙開発に伴

うロケットと人工衛星の発達により、これまでの地上
からの観測だけでは得られなかったデータを得られる
ようになったことが、特筆される。

ロケットあるいは人工衛星を用いた電離層観測・電
波伝搬研究は、手法により以下の 3 つに大別できる。
（1）人工衛星電波を用いた観測

地球を周回する人工衛星の出現により、宇宙空間で
発射点が移動する人工電波が電離層を突き抜けて地上
に届くことで、電離層の不規則性分布や全電子数を広
範囲に観測することが可能になった。1957 年に人類最
初の人工衛星である旧ソ連のスプートニク 1 号が打ち
上げられると、さっそく電波研究所では、同衛星が発
射する 20 MHz の電波を連続受信し、軌道と受信範囲
の関係を求めて、見通し外の衛星から電離層反射及び
地上反射で届く電波の伝搬様式について、基礎的な検
討が行われた[28]。その後も、周回衛星や静止衛星か
ら届く電波を用いて、ファラデー現象、ドップラー現
象、電波通路の湾曲等を利用した電離層観測研究が、
盛んに行われた[7]。
（2）ロケットによる電離層の直接観測

電離層の直接観測に用いられたロケットは、人工衛
星を軌道に乗せるためではなく、電離層の高度まで上
昇して、プローブにより電子密度等を直接に観測する
ための弾道飛翔体である。我が国のロケット開発は
1955 年に東大によるペンシルロケットの実験から始
まり、電離層の直接観測は、1960 年 7 月に秋田県の道
川海岸におけるカッパ 8 形 2 号機によるものが最初で、
その時の高度は約 200 km であった。その後、射場を
鹿児島県の内之浦に移転し、1964 年頃には、ラムダ形
ロケットにより高度1,000 km以上に達し、電離層を突
き抜けて宇宙側（トップサイド）にまで至る電子密度の
高さ分布等が、詳しく観測できるようになった。
（3）電離層観測衛星による観測

ロケット技術の発達により、電離層観測機器を搭載
した周回衛星が打ち上げられ、衛星から下向きに、エ
コーの見かけ距離対周波数 d’-f すなわちトップサイ
ド・イオノグラムの観測が可能になった。前述の弾道
ロケットでは観測は一発勝負となるが、電離層観測衛
星による観測は周回飛行中に繰り返し、地球上の異な
る場所のトップサイド・イオノグラムを観測できる。
我が国では、1960 年代に ISIS（国際電離層研究衛星）の
プロジェクトへの参加に始まり、日本最初の実用衛星
である電離層観測衛星 ISS（うめ）及び ISS-b（うめ 2

号）を用いて、電離層観測のほか、電波雑音観測、プ
ラズマ観測、イオン組成観測等を行い、人工衛星観測
によるF2 層臨界周波数の世界分布図を、世界で初めて
作成する等の成果を挙げた[29]。

4.7	 宇宙天気予報業務の開始 [30]
電離層観測・電波伝搬研究は、当初の目的であった

短波通信の安定化の重要性が低下し、一方では人工衛
星が多数打ち上げられて実用化され、衛星に障害を与
える宇宙空間の環境変化を把握し予報する必要性が増
してきた。そのため郵政省電波研究所では1979年頃か
ら、宇宙時代を見据えて、電離層観測、電波予報、電
波警報などの定常業務の見直しを始め、1984 年度には、
定常業務の簡素化・合理化と、電波利用形態の変化や
宇宙利用の発展に応じた新しい予警報の開発を進める
提言が出された。これを受けて、1988 年（昭和 63 年）
度から「宇宙天気予報システム」の研究開発が、電波警
報業務を行っていた平磯支所（旧平磯電波観測所）を中
心として始まった。
「宇宙天気予報」の名称については、電波警報業務の

見直しのさなかに、1984 年 11 月に京都で開催された、
国際 MAP（中層大気国際共同観測計画）シンポジウム
に出席した、丸橋克英（後の平磯支所長）と富田二三彦

（当時研究官）の会話の中から、生まれたとされる。「宇
宙環境予報」という名称案を物足りなく感じた丸橋が、
富田に「電波の天気予報」という表現を紹介したことが
背景にある[31]。この表現は、平磯支所が置かれてい
る平磯町（那珂湊市）が 1972 年（昭和 47 年）に刊行した

「平磯町六十五年史」[32] の中で、以下の平磯支所の紹
介文に登場していたことが、丸橋の回想に記述されて
いる[31]。

旅に出る人があすの天気予報を気にするように、地球上の一点か

ら他の地点へ電波が伝わって通信を送る時、空中状態が電波の旅行

に適しているかどうかの予報はきわめて大切なことである、平磯電

波観測所がこのような「電波の天気予報」を出していた当時、日本で

唯一つのところで、国際観測年の間は極東観測センターであるわが

国の重要な部門として国際的に活躍していた。

開始当初の宇宙天気予報システムは、宇宙環境じょ
う乱の根源である太陽活動の観測システムの充実や、
観測データの国際間の迅速な交換を可能にするコン
ピュータネットワークの整備などに、力が入れられた。
太陽電波観測については初年度に、70 ～ 500 MHz 帯
のダイナミックスペクトル計が整備され、後に二つの
アンテナが増備されて、25 MHz～ 2.5 GHz まで連続
的にカバーするようになり、HiRAS（ハイラス）と命名
された広帯域ダイナミックスペクトル計を使って、
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2016 年度の施設の閉鎖まで、観測が続けられた。コン
ピュータネットワークについても初年度に、デジタル
データの取得を開始したのを皮切りに、SERDIN と命
名されたネットワークが整備されていき、Ethernet 
LAN によってセンター内の太陽電波強度データ、地
磁気データ、太陽画像データ等のシステムがつながれ
ていった。観測技術の発達によって使用可能な各種宇
宙環境データが増大する中で、宇宙環境じょう乱の予
警報を発令するためには、発令者が観測データを効率
的に相互参照して総合的に解析できる必要があり、そ
のためにデータベースをネットワークに接続しワンス
トップで相互参照できるような仕組みが不可欠になっ
ていた。ちょうど世界的にコンピュータネットワーク
が急発達を始めた時期であり、国内外の諸機関とも
ネットワーク接続され、平磯宇宙環境センター（旧平
磯支所）は通信総合研究所（旧電波研究所）のネット
ワークに関する外部との接続点になっていった。1994
年初めには分散型宇宙環境データベース SERDIN/

WWW として、国内機関としては早い時期に Web
サーバの運用を始めている[33]。

電波警報業務の近代化に重要な役割を果たした宇宙
天気予報業務は、2002 年に平磯から国分寺に移り、電
離層観測・電波伝搬研究の発祥の地である平磯宇宙環
境センターは、無人の太陽観測施設を経て、2016 年度
をもって満 102 年の長い歴史を閉じた（図 30）。 

	 補遺　田中舘愛橘と長岡半太郎の	
	 かかわり　　　　　　　　　　　

田中舘愛橘（安政 3 年～昭和 27 年）と長岡半太郎（慶
応元年～昭和 25 年）は、日本史の教科書にも登場する、
明治期の物理学界の二大巨頭である。この 2 人は、現
在の NICT に連なる組織の歴史に深くかかわった学者
で、亡くなる直前に、現在の NICT 本部を訪れたこと
がある。

田中舘愛橘は、地磁気の研究で著名であるが、無線
工学に関しても造詣が深く、1898 年（明治 31 年）に逓
信省電気試験所の松代松之助技師が、我が国初の無線
電信実験に関する学会発表を行った際に、松代を相手
に質疑をした議事録が残っている[34]。松代が無線電
信の研究に着手したとされる 1896 年（1897 年の説もあ
り）は、NICT の組織史の始まりに位置づけられてい
る。無線通信の始まりから戦後の飛躍的発展まで見続
けてきた田中舘は、1951 年（昭和 26 年）5 月 21 日に、
中央電波観測所（国分寺）で開催された日本地球電気磁
気学会に参加し、その時の写真（図 31）と揮

き

毫
ごう

（図 32）
が残っている。亡くなる 1 年前のことであった。

長岡半太郎は田中舘の弟子にあたり、Hertz の電波
実験（1888 年）をいち早く日本に紹介し、我が国の電波
物理学分野を主導した。前述の URSI に日本が加盟し
た翌年の1928年総会において、長岡が副会長に選出さ

5

図 30　平磯太陽観測施設の閉所式（2016 年 12 月 9 日）

図 31　中央電波観測所を訪れた田中舘愛橘（中央）
左端は上田弘之、右端は長谷川万吉（日本地球電気磁気学会初代委員
長）、右から 2 人目は永田武（後の第 1 次南極地域観測隊長）。
左端の装置は、4 型自動式電離層観測機[4]

図 32　田中舘愛橘の揮
き
毫
ごう

田中舘は、日本式ローマ字の普及にも尽力した。
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れている[35]。電波物理研究会の発足によって陸・海・
逓の電離層観測研究を一本化でき、日本が当該分野を
世界でリードできたのは長岡の功績と言ってよい。戦
後に廃止された陸・海軍の観測データを、電波物理研
究所が受け継ぎ、敗戦によっても研究に後退をきたさ
ず今日まで発展できたのも、組織が一本化されていた
お陰であった。

その長岡は、戦後の電波物理研究所においても参与
として運営に関わった（図 33）。1950 年（昭和 25 年）6
月 13 日に国分寺で開催された中央電波観測所の開所
式に出席した際の揮毫が残っている（図 34）。亡くなる
半年前のことであった。

現在の NICT 本部には、旧第 5 陸軍技術研究所の本
館（図 35）の脇に植えられ、本館前で撮影された田中舘
愛橘や長岡半太郎らの集合写真の脇にもあった 1 本の
八重桜が残っており（図 36）、今も毎年春に花を咲かせ
ている。

	 おわりに

本稿では、1988 年に始まった宇宙天気予報業務の 30
年余りの歴史については、時期尚早と考え、詳しくは
触れなかった。近い将来に、もう少し歴史として熟し
た頃に、業務に携わった研究者らによって、まとめら
れることを期待している。

宇宙天気予報業務は、その前身の電波予報・電波警
報業務と同じく、正確な観測データの積み上げによっ
て、予報の正確さを期すことができる。電離層観測研
究の歴史は、観測拠点の増設、観測頻度の増加、観測
手法の進歩、観測データの精度向上の歴史であり、時
代によっては文字どおり命がけで観測データを取得し、
伝えてきた歴史である。今日では大量の観測データを
自動的に取得・共有できるようになり、予報業務にも
機械学習など AI 的手法が取り入れられて、飛躍的に
精度が上がってきているが、結局は正確なデータの蓄
積があってこその結果である。自然現象を相手にして
いる限り、観測データの重要性が変わることはない。
前田憲一（図 37）は、自らの京都大学の退官記念集で、

6

図 33	 電波物理研究所（国分寺）を訪問した長岡半太郎（中央）
左隣は前田憲一、右隣は上田弘之

（1946 年夏～初秋）

図 34　長岡半太郎の揮毫
1950 年 6 月 13 日、中央電波観測所の開所式にて

図 35	 戦後の電波物理研究所（後に中央電波観測所を経て
電波研究所）本館の正面玄関と八重桜（1952 年春）

図 36	 本館の跡地に建ったNICT 本部 2号館と八重桜
	 （2021 年 4 月 6 日）
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観測データの重要性について、以下の言葉を残してい
る[9]。この言葉で、本稿を締めくくりたい。

観測データというものは、それが何年何月何日の何時何分の値で

あるという点に大切な意味があります。後になってある研究者が過

去のデータを必要とした時、何らかの理由で欠測になっていたとい

うことがしばしばありますが、このような時は涙をのむほかありま

せん。これを考えると、観測者は毎日一種の科学的文化財を生み出

しているのだと私は考えています。

謝辞

まず、NICT 研究報告の宇宙環境計測・予測技術特
集に、本稿の執筆の機会を与えていただいた、石井守
電磁波伝搬研究センター長に感謝する。本稿について
は、丸橋克英元平磯支所長及び富田二三彦元平磯研究
官に推敲いただいた。

本稿は、NICT 平磯太陽観測施設の 100 周年を記念
して 2015 年に刊行された「平磯の 100 年：その歩みと
回想集」の中で筆者が執筆した「平磯無線 100 年の前半
史」[36]、2016 年に RF ワールド誌（CQ 出版）に連載し
た、「日本の無線通信研究の故郷 平磯無線の 100 年
史」[37]、2017 年から 2018 年にかけて電波技術協会報
FORN に連載した、「電気試験所の偉業と平磯出張
所」[38] 及び Radio Science 誌に石井研究センター長ら
と共著で執筆した2021年の論文[39]をベースにしてい
る。本稿の執筆にあたり、現在整理中の歴史資料を多
数引用しているが、同資料の整理にあたっては、畚野
信義元通信総合研究所長ら元職員にアドバイスをいた
だいている。

2016 年に RF ワールド誌上に筆者の連載が掲載され
た際に、同誌の別の号の同じコーナー[40] に原稿を執
筆していた、京都大学名誉教授の木村磐根先生から、

筆者宛に読後の感想が下記のとおり届いた（抜粋）。

（中略）…貴君の名前も懐かしく、また前田憲一先生が京大を卒業

後まず入所された平磯出張所の記述が懐かしかったです。またこの

頃の日本の無線に関する歴史を詳細に書いて頂いているのは大変貴

重です。ご苦労されたと思いますが私にとっても大変良い復習にな

りました。

木村先生は、通研から京大に移った前田憲一の一番
弟子で、筆者が郵政省電波研究所に就職を希望した際
にお世話になった。2019 年 12 月 3 日に他界した先生
の追悼集[41] において筆者が執筆を約束した歴史書と
して、本稿を木村先生のご霊前に捧げる。
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